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4. 環境行政に関する意識（問 4）  

4-1 国の環境行政への評価（問 4-1） 

国が行っている環境行政への満足度は 7％となっている。 

国が行っている環境行政への満足度（「満足している」、「まあ満足している」の合計）

は 7％となっており、平成 20 年度より 1 ポイント減尐している。 

性別でみると、男性は女性に比べて満足度が 4 ポイント高くなっている。 

年齢別では、大きな差はみられない。 

職業別でみると、公務員の満足度は 17％と、全体に比べ 10 ポイント高くなっている。 

地域別でみると、九州・沖縄で全体よりも 5 ポイント以上高くなっている。 

都市規模別では大きな差はみられない。 

 

図表 4－1 国の環境行政への評価（時系列） 
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図表 4－2 国の環境行政への評価（属性別） 
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4-2 国の環境行政に対して今後求めること（問 4-2） 

国の環境行政に対して今後求めることは、「法律等による環境保全対策制度の強化」が

53％と最も多い。 

国の環境行政に対して今後求めることは、「法律等による環境保全対策制度の強化」が

53％と最も高い割合となっており、次いで、「地球温暖化防止、循環型社会形成等に関す

る計画の進行管理の徹底」の 46％となっている。平成 21 年度調査と比較すると、順位の

逆転がおきており、「地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する計画の進行管理の徹底」

については 10 ポイント以上低くなっている。 

性別でみると、割合が女性よりも男性の高い項目が多くなっている。 

年代別でみると、70 代以上は多くの項目で全体よりも高い割合となっており、「法律等

による環境保全対策制度の強化」、「地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画

の進行管理の徹底」、「環境教育や普及啓発の推進」では 50％を超えている。 

職業別では、母数の尐ない属性があり且つ偏りも大きいため、比較をすることは難しい。 

地域別では特に大きな差はなく、都市規模別では、町村が多くの項目で全体と比べて割

合が低くなっている。 

 

図表 4－3 国の環境行政に対して今後求めること（時系列） 
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地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する計画の進行管理の
徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

国民・ＮＰＯが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、国民、ＮＰＯ等多様な主体による連
携・協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

地球温暖化等に関する国際交渉におけるリーダーシップの発揮

その他
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図表 4－4 国の環境行政に対して今後求めること（全体、性別） 
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図表 4－5 国の環境行政に対して今後求めること（年代別） 
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図表 4－6 国の環境行政に対して今後求めること（職業別 1/2） 
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その他　

農林漁業 (=11) 商工販売サービス業 (=67) 自由業 (=36)

会社役員・会社経営 (=17) 会社員 (=298) 公務員 (=35)
 



 

 270 

 

図表 4－7 国の環境行政に対して今後求めること（職業別 2/2） 
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図表 4－8 国の環境行政に対して今後求めること（地域別） 
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北海道・東北 (=101) 関東　 (=428) 北陸　 (=39) 中部 (=127)

近畿 (=190) 中国・四国 (=67) 九州・沖縄 (=63)
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図表 4－9 国の環境行政に対して今後求めること（都市規模別） 
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38.9

49.1

35.5

42.6

39.4

29.2

27.7

39.9
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28.6

44.4

33.6

35.7
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31.1
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19.9

24.1

31.1

6.2

48.1

31.2

41.6

28.6

32.5

29.9

22.1

32.5

31.2

32.5

27.3

26.0

16.9

41.6

7.8

0% 20% 40% 60%

法律等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理

の徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

国民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、国民、NPO等多様な主体による連携・

協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

地球温暖化等に関する国際交渉におけるリーダーシップの発揮

その他　

政令指定都市 (=314) 10万人以上の市、東京23区 (=383)
10万人未満の市 (=241) 町村 (=77)
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4-3 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（問 4-3） 

国が今後環境政策で重点を置くべき分野としては、「地球温暖化問題に対する取組」が

63％と最も多い。 

国の環境行政に対して今後求めることは、「地球温暖化問題に対する取組」が 63％と最

も高い割合となっており、次いで、「長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手

法等の基盤の整備」の 43％、「化学物質の環境リスクの低減に向けた取組」の 37％となっ

ている。 

 

性別でみると、「地球温暖化問題に対する取組」では、女性は 68％と、男性よりも 10

ポイント以上高くなっている。一方、男性は女性よりも「物質循環の確保と循環型社会の

構築のための取組」について 5 ポイント以上高くなっている。 

 

年代別でみると、「長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整

備」では年代が上がるにつれて高い割合となっており、20 代で 32％、70 代以上では 54％

となっている。「地球温暖化問題に対する取組」や「国際的枠組みやルールの形成等の国

際的取組の推進」等の項目でも、概ね年代が上がるにつれて割合が高くなる傾向がある。 

 

職業別でみると、「地球温暖化問題に対する取組」は専業主婦で 73％と全体よりも 10

ポイント高くなっている。「生物多様性の保全のための取組」や「環境保全の人づくり・

地域づくりの推進」では、農林漁業者では全体よりも 10 ポイント以上高くなっている。 

 

地域別では、北海道で「国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進」が 46％

と全体よりも 10 ポイント以上高くなっている。また、九州・沖縄で「生物多様性の保全

のための取組」が 45％と全体よりも 10 ポイント以上高くなっている。 

 

都市規模別では、大きな違いはみられない。 
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図表 4－10 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（全体、性別） 
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37.4
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43.3
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2.3
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36.5

34.2

31.4

24.5

29.1

43.6

35.0

2.9

68.4

31.1

33.5

33.8

40.5

34.2

22.5

31.7

43.1

30.9

1.8

0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化問題に対する取組

物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

都市における良好な大気環境の確保に関する取組

環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組

化学物質の環境リスクの低減に向けた取組

生物多様性の保全のための取組

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり

環境保全の人づくり・地域づくりの推進

長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備

国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進

その他

全体 (=2067) 男性 (=1006) 女性 (=1061)
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図表 4－11 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（年代別） 
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36.1
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31.0

46.7

37.3

1.3

61.9

41.7

32.0

42.8

41.4

32.3

23.2

33.1

50.8

35.6

2.8

70.4

36.5

43.4

48.8

48.6

40.3

28.2

40.3

54.0

45.3

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化問題に対する取組

物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

都市における良好な大気環境の確保に関する取組

環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組

化学物質の環境リスクの低減に向けた取組

生物多様性の保全のための取組

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり

環境保全の人づくり・地域づくりの推進

長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備

国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進

その他

20代 (=278) 30代 (=354) 40代 (=332)
50代 (=319) 60代 (=362) 70代以上 (=422)

 



 

 276 

 

図表 4－12 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（職業別 1/2） 
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34.3

29.3
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20.9

23.9
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32.4

26.8

33.8

28.2

28.2

23.9

26.8

36.6

33.8

2.8

0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化問題に対する取組

物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

都市における良好な大気環境の確保に関する取組

環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組

化学物質の環境リスクの低減に向けた取組

生物多様性の保全のための取組

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり

環境保全の人づくり・地域づくりの推進

長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備

国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進

その他

農林漁業 (=21) 商工販売サービス業 (=118) 自由業 (=61)

会社役員・会社経営 (=35) 会社員 (=598) 公務員 (=71)
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図表 4－13 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（職業別 2/2） 
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2.3

72.5
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35.9

37.7
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33.1

23.8

35.3
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32.9

1.5

60.2

42.1

36.0

48.8

41.2

35.4

25.7

36.8

52.0

40.6

2.9

60.0

48.9

31.1

44.4

46.7

48.9

37.8

40.0

62.2

46.7

4.4

0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化問題に対する取組

物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

都市における良好な大気環境の確保に関する取組

環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組

化学物質の環境リスクの低減に向けた取組

生物多様性の保全のための取組

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり

環境保全の人づくり・地域づくりの推進

長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備

国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進

その他

団体職員 (=32) 学生 (=62) パート・アルバイト (=220)

専業主婦 (=462) 無職 (=342) その他 (=45)
 



 

 278 

 

図表 4－14 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（地域別） 
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39.2

29.7

35.1

35.1

26.4

28.4

29.1

50.7

37.8
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35.0

32.1

43.8

44.5

45.3

24.1

39.4

49.6

32.1

1.5

0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化問題に対する取組

物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

都市における良好な大気環境の確保に関する取組

環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組

化学物質の環境リスクの低減に向けた取組

生物多様性の保全のための取組

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり

環境保全の人づくり・地域づくりの推進

長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備

国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進

その他

北海道・東北 (=201) 関東　 (=826) 北陸　 (=69) 中部 (=287)

近畿 (=399) 中国・四国 (=148) 九州・沖縄 (=137)
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図表 4－15 国が今後環境政策で重点を置くべき分野（都市規模別） 
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0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化問題に対する取組

物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

都市における良好な大気環境の確保に関する取組

環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組

化学物質の環境リスクの低減に向けた取組

生物多様性の保全のための取組

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり

環境保全の人づくり・地域づくりの推進

長期的な視野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備

国際的枠組みやルールの形成等の国際的取組の推進

その他

政令指定都市 (=622) 10万人以上の市、東京23区 (=786)
10万人未満の市 (=497) 町村 (=162)
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4-4 地方公共団体が行っている環境行政への評価（問 4-4） 

地方公共団体が行っている環境行政への満足度は 10％となっている。 

地方公共団体が行っている環境行政への満足度（「満足している」、「まあ満足している」

の合計）は 10％となっており、平成 21 年度より 1 ポイント減尐している。 

性別でみると、男性は女性に比べ、「全く満足していない」、「あまり満足していない」

の割合も、満足度（「満足している」、「まあ満足している」の合計）も若干高くなってい

る。 

年代別でみると、30 代、40 代、50 代では全体よりも満足度が低くなっている。 

職業別でみると、公務員は満足度が 18％と全体よりも 5 ポイント以上高くなっている。

農林漁業者は満足度が 5％と、全体よりも 5 ポイント低くなっている。学生は満足度が全

体よりも高く、「全く満足していない」、「あまり満足していない」の割合も全体よりも低

い。 

地域別でみると、九州・沖縄で満足度が 19％と最も高くなっている。 

都市規模別では、10 万人未満の市で満足度が 9％とわずかに全体よりも低くなっている。 

 

図表 4－16 地方公共団体の環境行政への評価（時系列） 
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図表 4－17 地方公共団体の環境行政への評価（属性別） 
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50代 (=319)

60代 (=362)

70代以上 (=422)

農林漁業 (=21)

商工販売サービス業 (=118)

自由業 (=61)

会社役員・会社経営 (=35)

会社員 (=598)

公務員 (=71)

団体職員 (=32)

学生 (=62)

パート・アルバイト (=220)

専業主婦 (=462)

無職 (=342)

その他 (=45)

北海道・東北 (=201)

関東　 (=826)

北陸　 (=69)

中部 (=287)

近畿 (=399)

中国・四国 (=148)

九州・沖縄 (=137)

政令指定都市 (=622)

10万人以上の市、東京23区 (=786)

10万人未満の市 (=497)

町村 (=162)

性
別
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業
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住
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都

市
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模

満足している まあ満足している どちらともいえない あまり満足していない 全く満足していない わからない
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4-5 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（問 4-5） 

地方公共団体の環境行政に対して今後求めることは、「条例等による環境保全対策制度の

強化」が 49％と最も多くなっている。 

地方公共団体の環境行政に対して今後求めることは、「条例等による環境保全対策制度

の強化」が 49％と最も多く、次いで、「事業者が行う環境保全の取組に対する支援」の 40％、

となっている。平成 21 年度調査と比較すると、多くの項目で割合が減尐しており、特に

「環境教育や普及啓発の推進」は 34％と 8 ポイント減尐している。 

性別でみると、「条例等による環境保全対策制度の強化」、「環境税等のグリーン税制の

導入」、「環境教育や普及啓発の推進」は約 10 ポイントの差がついている。 

年代別でみると、70 代以上は多くの項目で全体よりも割合が高くなっている。 

職業別では、母数の尐ない属性があり且つ偏りも大きいため、比較をすることは難しい。 

地域別でみると、北陸で「環境税等のグリーン税制の導入」が 39％と全体よりも 10 ポ

イント以上高くなっている。 

都市規模別では、10 万人以上の市、23 区で、ほぼ全ての項目で全体よりも割合が高く

なっている。 

 

図表 4－18 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（時系列）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示(*1)

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する計画の進行管理の
徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・ＮＰＯが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、ＮＰＯ等多様な主体による連
携・協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他　

平成22年度(n=726) 平成21年度(n=714) 平成20年度(n=773)
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図表 4－19 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（全体、性別） 
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条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理の

徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、NPO等多様な主体による連携・

協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

全体 (=726) 男性 (=391) 女性 (=335)
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図表 4－20 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（年代別） 
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条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理の

徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、NPO等多様な主体による連携・協

働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

20代 (=91) 30代 (=133) 40代 (=117)
50代 (=124) 60代 (=132) 70代以上 (=129)  
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図表 4－21 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（職業別 1/2） 
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条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理の

徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、NPO等多様な主体による連携・協

働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

農林漁業 (=9) 商工販売サービス業 (=51) 自由業 (=25)

会社役員・会社経営 (=12) 会社員 (=226) 公務員 (=25)
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図表 4－22 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（職業別 2/2） 
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条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理の

徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、NPO等多様な主体による連携・協

働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

団体職員 (=9) 学生 (=16) パート・アルバイト (=73)

専業主婦 (=147) 無職 (=118) その他 (=15)
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図表 4－23 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（地域別） 
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環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理の徹

底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、NPO等多様な主体による連携・協

働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

北海道・東北 (=68) 関東　 (=313) 北陸　 (=26) 中部 (=94)

近畿 (=137) 中国・四国 (=47) 九州・沖縄 (=41)
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図表 4－24 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（都市規模別） 
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条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する個別計画の進行管理の

徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・NPOが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、NPO等多様な主体による連携・

協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

政令指定都市 (=212) 10万人以上の市、東京23区 (=275)
10万人未満の市 (=181) 町村 (=58)

 

 

 




